
消費税増税の慎重な対応を求める意見書  

政府は４月１日、消費税を８％に引き上げました。４月から６月の経済成長率

の数値は、消費税の引き上げによる駆け込み需要の反動もあり６％を超えるマイ

ナス。国内総生産（ＧＤＰ）も戦後最大級の落ち込みで、消費税増税ショックは

想定以上の厳しさがある。  

「アベノミクス」の恩恵も町民や地域経済を支える中小企業が肌で感じること

はなく、自治体財政にも大きな影響があり、地方消費税交付金や手数料などの増

収を見込んでも、公共事業費の負担増などは最終的に町民の負担となる。  

消費税率１０％への引き上げは、７月から９月の経済状況などを見極めたうえ

で、安倍晋三首相が年末までに最終判断するとしていますが、景気は４月の消費

増税の影響もあり、国内総生産の６割を占める個人消費の回復は鈍く、消費税の

税率引き上げによって経済全体の勢いが失われては元も子もない。  

本議会は、消費税増税法附則第１８条第３項に基づき、経済状況の表面的な数

値だけでなく、実態経済の回復を見極め、消費税増税は慎重に対応することを強

く求める。  

  

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  
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